
第 12 次陸上貨物運送事業労働災害防止計画 

目標達成取組強化期間実施要綱 

 

１ 趣 旨 

 陸災防においては、「陸上貨物運送事業労働災害防止計画」（計画期間：平成 25 年度～

29 年度）に基づき、①5 年間で労働災害による死亡者数を 20%減少させる（平成 29 年

には、年間 105 人以下とする。）、②死傷者数を 10％以上減少させる（平成 29 年には、

年間 1 万 2 千 400 人台前半以下とする。）、③過重労働による健康障害を防止する、腰痛

症を減少させるとした目標を達成するため、積極的な安全衛生活動を展開しているとこ

ろである。 

 平成 28 年における陸運業の労働災害による死亡者数は 99 人で、前年同期比-20.8%と

大幅に減少し、史上初の 100 人未満となった。しかしながら、一昨年増加傾向に歯止め

がかかった死傷者数は 13,977人と、前年に比べ 0.7%の増となり、さらに平成 29 年 5月

の速報値（平成 29 年 1 月～4 月）では、死亡災害、死傷災害ともに前年比大幅な増加傾

向にあることから、目標の達成に向けては一層強力な労働災害防止対策の推進が求めら

れている。 

死傷災害の減少を図るためには、その約 7 割を占める荷役災害の防止を重点とし、「陸

上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（以下「荷役ガイドライン」

という。）を踏まえた集団指導を実施する等、その周知・普及に向け取り組むとともに、

荷主等及び荷主関係団体とも密接な連携協力を図り、荷役労働災害防止対策を推進して

いくことが必要である。 

また、厚生労働省から要請があった「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策

の推進について～荷役 5 大災害の防止対策の徹底～」（平成 29 年 3 月）及び「交通労働

災害防止対策の推進にかかる要請について」（平成 27 年 3 月）を踏まえた取組も求めら

れている。 

さらに、トラックドライバーの長時間労働等を背景として発症する脳・心臓疾患や、

職場生活に強い不安やストレスを感じ、それが原因で発症する精神障害等により労災認

定を受ける労働者が年々増えている。平成 27 年度の労災保険支給決定をみると、業種別

（中分類）では「道路貨物運送業」がいずれも最多となっていることもあり、陸運事業

者にとって、健康確保対策、メンタルヘルス対策は重要となっている。 

 



 

陸運業の労働災害防止対策を推進するに当たっては、各企業・事業場においては、労

働安全衛生関係法令を遵守することはもとより、職場の安全衛生管理体制を確立して適

切に機能させるとともに、経営者と従業員が一致協力して自主的な安全衛生活動を継続

的・効果的に行っていくことが何より重要である。そのためには、職場に潜む危険の芽

を事前に摘み取ってリスクの低減を図り、安全度の高い職場の実現を目指す取組である

危険予知活動（KY 活動）、リスクアセスメント、労働安全衛生マネジメントシステム等

の定着を図っていく必要がある。 

 以上のことを踏まえ、特に本年度は「陸上貨物運送事業労働災害防止計画」の最終年

度であることに鑑み、例年、夏期労働災害防止強調運動期間として実施している期間を

拡大し、7 月 1 日から 12 月 31 日までの 6 か月間を「陸上貨物運送事業労働災害防止計

画目標達成取組強化期間」として、労働災害を減少させ、目標を達成するという決意の

もと、本部、支部が一体となって以下の取組を行うこととする。 

 

2 実施期間 

平成 29 年 7 月 1 日（土）から同年 12 月 31 日（日）まで 

 

3 スローガン 

「みんなで築く安全職場 総力挙げて目標達成 12次防」 

 

４ 主唱者 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会の本部及び各都道府県支部 

 

5 実施者 

会員事業場 

 

6 主唱者の実施事項 

(1)  本部の実施事項 

ア 支部が行う交通事故・労働災害防止大会等の開催、個別指導・集団指導等の実施、

安全研修会等の実施、陸運災防指導員会議等の開催、街頭宣伝活動等の広報活動の

実施等について、支援・協力を行う。 



 

イ 変更が予定されている「陸上貨物運送事業労働災害防止規程」の周知徹底に努め

る。 

ウ 厚生労働省公表の「荷役ガイドライン」（平成 25 年 3 月）の周知徹底を図る。 

エ 荷役 5 大災害の防止対策として、荷役作業 5 大災害防止対策チェックリストと一

体となった「陸上貨物運送事業における重大な労働災害を防止するには」パンフレ

ットを印刷し、全会員事業場に配布・周知する。 

オ 「荷役作業時における墜落・転落災害防止のための安全マニュアル」や｢荷役作業

時における墜落防止のための安全設備マニュアル｣の周知・徹底、｢フォークリフト

の作業開始前点検の進め方｣(DVD)の周知・普及に努める。 

カ 重点対策としている転倒災害防止対策に努める。 

キ リスク低減の取組を推進するため、危険予知活動（KY 活動）、リスクアセスメン

トの手法、「陸運業における労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン」（リ

クムス）等の周知・普及に努める。 

ク 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」や「交通労働災害防止のため

のガイドライン」の周知・徹底、「IT を活用したリアルタイム遠隔安全衛生管理手法」

の周知・普及に努める。 

ケ ストレスチェックの実施とその結果に基づくメンタルヘルス対策への取組の周知、

徹底を図る。 

コ 「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」リーフレットを印刷し、全会員事

業場に配布し、熱中症予防の周知に努める。 

サ 都道府県労働局、全日本トラック協会等関係行政機関、団体等に対し本運動の実

施について協力依頼を行う。 

シ 広報誌「陸運と安全衛生」、ホームページ等により、本運動の趣旨及び実施事項等

について周知・徹底を図る。 

ス 安全ポスター、のぼり等を作成し、本運動の気運の醸成を図る。なお、のぼりは

全会員事業場に配布する。 

(2) 支部の実施事項 

都道府県労働局・労働基準監督署、都道府県トラック協会等関係行政機関、団体等

の支援・協力を得て、次の取組を行う。 

ア 交通事故・労働災害防止大会等の開催、個別指導・集団指導等の実施、安全研修



会等の実施、陸運災防指導員会議等の開催、街頭宣伝活動等の広報活動の実施等を

行う。 

(ｱ) 陸運災防指導員によるパトロールを実施するに当たっては、「職場の安全衛生自

主点検表」（別添参照）を活用すること。 

(ｲ) 陸運災防指導員会議等において、死亡災害要因分析シート、交通労働災害防止の

ためのリスクアセスメントチェックシート、過重労働防止を重点とする交通労働災

害防止点呼シート等を活用した効果的な取組を進める。  

(ｳ) 変更が予定されている「陸上貨物運送事業労働災害防止規程」の周知に努める。 

(ｴ) 「ロールボックスパレット安全作業研修会」への参加勧奨に努める。 

(ｵ) 「荷役ガイドライン」の周知徹底を図るとともに、関係行政機関や関係団体の協

力も得ながら、荷主や配送先に対し、荷役ガイドラインが示す内容についての協

力要請を行う。 

(ｶ) 「陸上貨物運送事業における重大な労働災害を防止するには」パンフレット及び

同パンフレットの荷役作業 5 大災害チェックリストを活用した荷役災害防止対

策に努める。 

(ｷ)「荷役作業時における墜落・転落災害防止のための安全マニュアル」や「荷役作

業時における墜落防止のための安全設備マニュアル」の周知、「フォークリフトの

作業開始前点検の進め方」（DVD）の活用による作業開始前点検の徹底に努める。  

(ｸ)「転倒災害防止リーフレット」等を活用した、転倒災害防止対策に努める。 

(ｹ)「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」や「交通労働災害防止のため

のガイドライン」の周知と会員事業場における同ガイドラインに基づく交通労働

災害防止対策の推進を図る。また、「IT を活用したリアルタイム遠隔安全衛生管理

手法」の周知に努める。 

(ｺ) 「過労死等防止・健康起因事故防止セミナー」への参加勧奨に努めるとともに、

「ストレスチェックセミナー」の開催や、陸運災防指導員によるストレスチェッ

ク制度の周知、取組事例の収集を行う。 

 (ｻ) 「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」リーフレット等を活用した熱中

症対策に努める。 

イ 広報誌、ホームページ等により本運動の趣旨及び実施事項等の周知徹底を図る。 

ウ 安全旗の掲揚、安全ポスター・のぼり等の掲示を行う。 

 



7 会員事業場の実施事項 

ア 経営トップは、労働災害防止のためにその所信を明らかにするとともに、自らが職

場の安全パトロール等を行い、労働災害防止について従業員への呼びかけを行う。 

イ 安全管理者、安全衛生推進者等は、本取組強化期間中「職場の安全衛生自主点検表」

（別添参照）により職場の安全衛生点検を行う。 

ウ 安全旗の掲揚、安全ポスター・のぼり等の掲示を行う。 

エ 「荷役ガイドライン」に基づき、荷主等の協力を得て積卸し作業の内容の確認・把

握を行い、荷役作業に伴う安全上の確認事項をあらかじめ運転手に提供できるように、

荷主等との｢運送契約時に必要な連絡調整に係る事項｣の文書による取決めや「安全作

業連絡書」の活用を図る。 

 

  参考リーフレット等（陸災防ホームページから取得可能） 

   ○ 陸上貨物運送事業労働災害防止計画（平成 25 年度～29 年度） 

   ○ 陸運業の労働災害を防止しましょう～新しい｢陸上貨物運送事業労働災害防止

規程のあらまし｣～（作成予定） 

   ○ 荷役作業安全ガイドラインのあらまし～陸運事業者と荷主等のみなさまが連携

した荷役災害の防止～ 

   〇 陸上貨物運送事業における重大な労働災害を防止するには（荷役五大災害） 

○ 安全作業連絡書の活用を！ 

○ 荷役作業時の労働災害を防止しましょう 

～荷役作業時における墜落・転落災害防止のための安全マニュアル～ 

○ 荷役作業を安全に 

  ～荷役作業時における墜落防止のための安全設備マニュアル～ 

○「交通労働災害防止のためのガイドライン」のポイント 

○ 交通労災防止のための新しい安全衛生管理手法のすすめ 

  ～IT を活用したリアルタイム遠隔安全衛生管理手法～ 

○ 転倒災害防止リーフレット 

○ 荷役作業場所のチェックリスト 

○ 陸運業のためのメンタルヘルス対策 

〇 STOP！熱中症 クールワークキャンペーン 

○ ストレスチェック実施費用の割引制度を開始しました 


